
国際観光需要に関する一考察（岡野）

は　じ　め　に

本稿の目的は，国際観光における需要の変動要因について考察することである。一般的

には，海外旅行者数の変動要因として，可処分所得，可処分時間，外国為替相場，旅行商

品価格，運賃，あるいは国の観光政策等� が指摘される。海外旅行者の変動要因を明らか

にすることにより，我が国の観光政策に関する議論の発展に資することができると考えら

れる。

１９６４年に，東京オリンピックが開催されたことを契機として，日本でも観光目的での海

外旅行が解禁されて以来，海外旅行者数は順調に増加していった。世界的に大きな事件や

戦争の影響を受けながらも，増加傾向を示してきている。国際観光は，国家間の相互理解

や国際交流の側面から，今後も重要な政策課題であると考えられる。そのような海外旅行

者数の変動が，どのような要因に影響されるのかを理解することは，この分野での議論に

とって重要であると考えられる。

１.　日本の国際観光の推移

　１.１　海外旅行者数の推移

１９６４年，東京オリンピックの開催を契機として，これまでは業務目的・親族訪問などに

限られていた海外旅行が，観光目的でも許可されることとなった。この年から，我が国に

おける国際観光が，本格的に始まったと言えるだろう。東京オリンピックの開催は，国内
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�　本稿で海外旅行者，海外旅行者数という場合は，基本的には日本人海外旅行者，日本人海外旅

行者数のことを示す。多くの国々では，異なる国への旅行は，国外旅行と呼んでいるが，日本で
は，海外旅行という呼称が通常用いられている。したがって，本稿でも海外旅行と記す。
�　例えば，１９８５年に策定された「テンミリオン計画」では，１９８６年からの５年間で日本人海外旅

行者数を１,０００万人に増やすことが目標とされた。
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観光の促進にも有利に働いた。東海道新幹線や首都高速道路の建設，海外からの訪日客の

ための国際基準のホテルなどの整備が進み，オリンピック開催後は，国内旅行者の移動に

おける利便性の向上に貢献し，首都圏への観光客の宿泊に利用された。また，１９７０年の大

阪万博を契機として，我が国でも大衆観光（いわゆるマスツーリズム）時代が到来し，旅

行が国民にとって身近なレジャー活動として認識され始めた。そして翌年の１９７１年に，初

めて海外旅行者数が，訪日外国人旅行者数を上回り�，現在までこの傾向が続いている。

さらに，我が国の海外旅行者数が急増する契機となったのが，１９８５年のプラザ合意以降

の急激な円高と，翌年から始まったバブル経済による好景気がもたらした可処分所得の増

加であった。また，１９８０年代以降，我が国は，常に海外諸国から貿易黒字の多さを批判さ

れてきた。その貿易黒字を，海外旅行者が訪問国で支出することによる貿易外収支の赤字

で緩和しようとの意図を持って，観光政策が策定された。その一つが，いわゆるテンミリ

オン計画� であり，海外旅行者数の急速な拡大をもたらす大きな要因の一つとなった。

我が国の国際旅客の推移を表した図表１を見てみると，結果的には，テンミリオン計画

での予定よりも１年早い１９９０年に，我が国で初めて海外旅行者数が１,０００万人を超えたので
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�　１９７１年の訪日外国人旅行者数は，６６.２万人。日本人海外旅行者数は９６.１万人であった。
�　１９８６年から１９９１年までに日本人海外旅行者数を１,０００万人にしようという計画。結果的には，バ

ブル景気の影響もあって，１９９０年には約１,１００万人となり，１年早く当初の目標を達成した。

（千人） 

図表１　日本の国際旅客の推移

　　　　　（出典）『観光白書』（各年度版）より作成。
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ある。その後も，順調に拡大を続けてきた海外旅行者数であったが，２０００年の１,７８２万人を

ピークとして，伸び悩みの傾向を示している。具体的には，１９９１年の湾岸戦争，１９９５年の

阪神大震災，２００１年の米国同時多発テロ，２００３年の SARS� 及びイラク戦争，２００７年秋以

降のサブプライム問題や翌年のリーマンショックをきっかけとした世界同時不況と，その

影響による我が国の長期にわたる景気低迷などにより，海外旅行者数の成長に陰りが見え

始めている。

さらに，各種調査で明らかにされているように，若年層の海外旅行離れの傾向が表れ始

めており，今後も海外旅行者数の減少が懸念されている�。海外旅行に関しては，国際交

流や異文化理解の観点からも重要であり，何らかの政策的対応が必要となってきているの

かもしれない。

１.２　訪日外国人旅行者数の推移

明治以降，我が国では，常に訪日外国人旅行者数が，海外旅行者数を上回ってきた。急

速に欧米化を進めていった我が国では，海外からビジネス客や観光客を招き，西欧の先進

技術や文化を取り込むと共に，訪日客による外貨収入に期待していた。

しかし，我が国の国際旅客の推移を示した図表１に見られるとおり，我が国の経済発展

と呼応するように，１９７１年以降は，常に海外旅行者数が訪日外国人旅行者数を上回ってき

た。２００９年は，海外旅行者数が１,５４５万人，訪日外国人旅行者数が６７９万人となっており，

その差は約２.３倍にも拡大している。１９７０年代から，海外旅行者数が急速に増加していく中

で，訪日外国人旅行者数の増加は，緩やかなものであった。

訪日外国人旅行者の増加の為に，何度か国の政策が策定された。例えば，１９８６年の「ウェ

ルカムプラン２１�」や１９９０年の「新ウェルカムプラン２１�」等があったが，何れの計画も未

達成のままであった。

さらに我が国では，１９９１年のバブル経済の崩壊以降の長引く不況と，円高傾向による製

造業の海外移転による産業の空洞化といった問題が生じてきた。その対策の一つとして，

観光産業を新たな成長分野として育成していこうとの機運が，２０００年以降に高まってきた

のである。２００２年末には，観光立国推進議員連盟が結成され，関連法案の作成準備が始
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�　アジア諸国を中心に発生した，重症急性呼吸器症候群の略称である。
�　http://www.j-cast.com（２００８/４/３０掲載）
�　「ウェルカムプラン２１」は，１９９０年までにインバウンドを７００万人に増やすことを目標にしてい

たが未達成であった。
�　「新ウェルカムプラン２１」では，２０００年までに８００万人に増加させることを目標としていたが，

未達成であった。
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まった。そして翌年の国会での所信表明演説において，当時の小泉首相が，観光による新

たな国内産業の発展を目指すことを宣言したのである。その宣言をきっかけとして，２００３

年４月から本格的な外国人旅行者誘致策である「ビジット・ジャパン・キャンペーン�」

（以下では VJC と略す）が全国的に展開され，今日に至っている。

我が国の国際観光旅客の推移を示した図表１を見てみると，初めて官民共同して取り組

み始めた外国人観光客誘致策である VJC の効果もあって，２００４年以降の訪日外国人旅行

者数の拡大が，明らかとなっている。

２.　海外旅行者数の変動要因の分析

Crouch［１９９５］では，海外旅行者数の変動要因としては，所得，時間，外国為替相場，

旅行商品価格，運賃，マーケティング活動などを指摘している�。本稿では，海外旅行者

数全体の需要分析を行うため，各方面別の旅行費用，運賃，マーケティング活動に関する

データは入手できていない。したがって，所得，時間，為替レート，世界的事件などの一

般的な変数を考慮したモデルを構築し，分析をおこなっていく。

具体的には，所得の代理変数として１人当実質 GDP，もしくは国民所得の実質可処分

所得を使用する�。

また，時間の代理変数として１人平均月間総実労働時間を用いて，労働時間の減少を，

可処分時間の増加と仮定する�。

さらに，海外旅行を行う際に考慮する要因の一つである外国為替相場の変動として，対

ドルレートの年平均値を用いる。対ドルレートの数値が小さくなることは，円高傾向を示

すことになり，海外旅行費用や海外での消費に有利となる。したがって，海外旅行者数の

増減に影響すると考えられるためである。

さらに，戦争などの世界的な事件によっても，国際旅行需要は大きな影響を受けること

を考慮して，ダミー変数を設定する。

各変数を用いた解析を行う前に，変数間の相関について見ておこう。
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�　２０１０年までに，訪日外国人旅行者を１,０００万人にしようという計画。結果的には，リーマンショッ
ク以降の世界的な同時不況の影響もあり，未達成となった。
�　Crouch［１９９５］，p１１２。瀧口・藤井監訳［２００５］，pp.２３�３５。
�　『日本統計年鑑』の家計の部では， 1

　
 世帯当たり年平均１カ月間の収入と支出の項目として可

処分所得が記載されている。消費者物価指数により，実質化している。可処分所得＝実収入－非
消費支出である。
�　『日本統計年鑑』の労働の部では，産業別常用労働者１人平均月間総実労働時間と記載されて

いる。
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２.１　海外旅行者数と実質 GDP との関係

１９８０年以降の海外旅行者数と実質 GDP の関係を表した図表２を見てみると，明らかに

正の相関が窺える。相関係数は，０.９６１８となっており，非常に強い相関があることが数字

でも明らかである。実質 GDP の増加は，国の経済力の増加と密接に関係しており，経済

活動が活発化すれば国際旅客の増加に繋がっていくであろう。

２.２　海外旅行者数と実質可処分所得との関係

１９８０年以降の海外旅行者数と実質可処分所得（月平均）の推移を表した図表３を見てみ

ると，正の相関があることが窺える。つまり，実質可処分所得の上昇とともに，海外旅行

者数も増加してきたのであるが，相関係数は０.６０５４に留まっており，海外旅行者数と１人

当実質 GDP との相関よりも，値が低くなっている。

２.３　海外旅行者と外国為替相場との関係

１９８０年以降の海外旅行者数と外国為替相場（対ドルレート）の年間平均値の推移を表し

た図表４を見てみると，負の相関があることが窺える。つまり，対ドルレートの数値が低

下していくこと，すなわち円高傾向を示していくに従って，海外旅行者数も増加してきた

のである。相関係数は，－０.８７７５を示しており，非常に強い負の相関を示している。

対ドルレートは，戦後から１９７１年までブレトンウッズ体制の下， 1
　

 ドル＝３６０円の固定

─　　─93

（千人） （万円） 

（左目盛） （右目盛） 

図表２　海外旅行者数と1人当実質 GDP の推移

（出典）『観光白書』『日本統計年鑑』『日本の統計』各年度版，総務省統計局ホーム
ページより作成。
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相場であった。１９７１年のニクソンショックによりドルの切り下げが行われ，１９７３年まで続

いたスミソニアン体制下では， 1
　

 ドル＝３０８円で取引されていた。

１９７３年２月より変動相場制へと移行し，ドルと円の相対的価値は，市場で評価されるこ

ととなった。その後も，オイルショックや局地的な国際紛争などの国際情勢の不安定状況

により，ドルは買い戻されてきた。しかし，１９８５年のプラザ合意以降は，円高傾向が定着

し，今日に至る円の国際的な相場を形成している。
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（千人） （円） 

（左目盛） （右目盛） 

図表３　海外旅行者数と実質月平均可処分所得の推移

（出典）図表２と同じ。

（千人） （円） 

（左目盛） （右目盛） 

図表４　海外旅行者数と対ドル/円レートの推移

（出典）図表２と同じ。
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２.４　海外旅行者数と労働時間の関係

可処分時間の代理変数として，「産業別常用労働者１人平均月間総実労働時間」を用い

る。即ち，労働時間の減少が，人々が自由に使える可処分時間の増加に繋がり，結果的に

レジャー・娯楽活動の一つである旅行に出かける誘引になると考えられるからである。

海外旅行者数と労働時間の関係を表した図表５を見てみると，明らかに負の相関がある

ことが窺える。すなわち，労働時間が減少していくに従って，海外旅行者数が増加して

いったことが窺えるからである。実際に両者の相関係数は，－０.９２９５であり，強い負の相

関が示されている。

但し，労働時間は，先進工業国で見られるように，基本的には経済発展と共に減少傾向

にある。その理由として，高度経済成長期以降の日本人の働きすぎに対する反省や，労働

環境改善のための週休２日制の導入などや，設備投資による生産性の向上が図られて来た

からである。また２０００年からは，ハッピーマンデー制度も導入され， 3
　

 連休が増加して

いったことも，労働時間の減少につながっていると考えられる。

その一方で，景気が後退している局面でも，労働時間の短縮は行われる。すなわち，長

引く需要の落ち込みによる生産ラインの縮小，残業時間の短縮が考えられ，結果として，

労働時間が減少してきた可能性がある。

─　　─95

（千人） （時間） 

（左目盛） （右目盛） 

図表５　海外旅行者数と月平均労働時間の推移

（出典）図表２と同じ。
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２.５　海外旅行者数と国民の意識との関係

内閣府が実施している「国民生活に関する世論調査」によって，国民が今後の生活の中

で何を一番充実させたいかが，明らかにされてきた。今後の生活の力点を何に求めるか，

についての調査結果の推移を示した図表６を見てみると，１９８２年までは，「住生活」に重

点をおくという意見が１位であった。しかし，１９８３年からは「レジャー・余暇生活」に重

点をおきたいという意見が１位となり，この傾向は現在も続いている。生活の中でレジャー・

余暇活動に対する意識が大きく変化してきたことが窺える。国民の意識の変化が，レジャー

活動の一つである海外旅行の促進に貢献したことが考えられる。

海外旅行者数と国民の意識との関係を表した図表７を見てみると，明らかな正の相関が

窺える。今後の生活の中で充実させていきたい項目として「レジャー・余暇生活」と回答

した割合と，海外旅行者数の増加とは正の相関を示していると考えられる。ただし，１９９０

年代後半以降，「レジャー・余暇生活」を重視する割合が横ばいになってきていることも

注意が必要である。ここ数年，若年層の海外旅行離れの傾向も指摘されており，国民の意

識として「レジャー・余暇生活」重視の傾向が減少してきていることとの相関も興味深い
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図表６　今後の生活の力点（国民生活に関する世論調査）

（出典）『観光白書』平成24年度版より引用。
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結果である。

但し，本調査は，１９９８年と２０００年にデータ収集が行われておらず，統計の連続性が失わ

れている。したがって，本稿ではこの項目を参考資料として，分析項目から除外すること

が望ましいと考える。

このように，海外旅行者数の変動要因は複数考えられるが，本稿では相関が明らかな上

記３つの指標と，国際的な事件をダミー変数として用い，分析を行っていく。

３.　海外旅行者数の変動要因

　３.１　変数間の相関分析

先ず，海外旅行者数の推移を説明する変数について，変数間での相関関係を明らかにし

ていこう。

各変数間の相関を示した図表８を見てみると，為替レートと１人当実質 GDP との相関

係数が－０.９１１７となっており，強い負の相関を示している。日本の経済力の指標である 

GDP が増加するにつれて，相対的にドルに対する為替レートが上昇し，円高の方向に向

かっていったと考えられる。

さらに， 1
　

 人当実質 GDP と労働時間との相関係数は，－０.９０１６となっており，ここで

も強い負の相関が考えられる。基本的には，国の経済成長と共に日本人の働きすぎに対する
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図表７　海外旅行者数と国民の意識の変化

（出典）『観光白書』各年度版より作成。
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反省も生じ始め，大企業を中心にして週休二日制が普及していったことや，企業の設備投資

により，生産性が向上していったこと等から，労働者一人当たりの総労働時間が減少し，結

果的に可処分時間が増加していったことが，推測される。ただし，上記３つの変数を用いて

分析を行う場合には，多重共線性の問題が生じる可能性がある為，注意が必要である。

３.２　モデルの設定および各変数の定義

１９８０年から２０１０年までの海外旅行者数（Ｏ）を被説明変数とし， 2
　

 節で考察した各項目

を説明変数として，以下のモデルを定義する。対数線形モデルで推定しているため，各変

数の係数は，弾性値を示している，尚，時系列データを用いるため，系列相関の問題を考

慮して 尤推定法を使用する。

　　lnO＝f（lnG, lnI, lnL, lnR, D）

　lnO＝Ｏ（海外旅行者数�）

　lnO＝Ｇ（１人当実質 GDP�）

　lnO＝Ｉ（１世帯当たり年間の可処分所得�）

　lnO＝Ｌ（産業別常用労働者１人平均月間総実労働時間�）

　lnO＝Ｒ（対米ドル円レートの年平均値�）

　lnO＝Ｄ（世界的事件ダミー）
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図表８　変数間の相関

INCIDWHOURRGDPPRDINCMEXYUSDTOURIST

１TOURIST旅行者数

１－０.８７７４９EXYUSD為替レート

１－０.６８９９７０.６０５３８RDINCM実質可処分所得

１０.６１１３－０.９１１７３０.９６１８９RGDOPP１人当実質 GDP

１－０.９０１６１－０.３８３７８０.７９２３１－０.９２９５４WHOUR労働時間

１－０.２７３７４０.２３２８９０.１４２４１－０.２６５４８０.１７６８９INCID世界的事件ダミー

�　『観光白書』の１９８０年から２０１０年までの日本人海外旅行者数を用いる。
�　内閣府『国民経済計算年報』の実質 GDP は，１９８０年から２００９年までが２０００年基準，１９９４年か

ら２０１０年までが２００５年基準である。したがって，１９９４年で両方のデータを接続させ，１９８０年から
２０１０年までの２００５年基準のデータを作成した。人口は，総務省統計局「推計人口」を用いて，一
人当り実質 GDP を計算した。
�　可処分所得は，月平均の値を１２倍し，年間の数値にし，総務省統計局「消費者物価指数」で実

質化した。以下では，実質可処分所得と記す。
�　以下では，労働時間と記す。
�　以下では，為替レートと記す。
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海外旅行者数の増減に影響を与える要因として，それぞれの説明変数の内容，及び各変

数に期待される符号は，以下の通りである。

�　Ｇ（１人当実質 GDP）に求められる符号は，正である。

国の経済力が増し，国民の所得の指標と考えられるGの増減と共に，Ｏも増減すると考

えられる。

�　Ｉ（実質可処分所得）に求められる符号は，正である。

実質可処分所得が増加すると共に，海外旅行者数も増加していくと考えられる。

�　Ｌ（労働時間）に求められる符号は，負である。

L の減少は，可処分時間の増加の可能性を示すと考えられるので，Ｌの減少と共に，Ｏ

が増加すると考えられる。

�　Ｒ（為替レート）に求められる符号は，負である。

Ｒの低下は，外国為替市場での円高傾向を示すものであり，海外旅行に有利に働く。し

たがって，Ｏも増加すると考えられる。

�　Ｄ（世界的事件ダミー）に求められる符号は，負である。

世界的な事件や戦争などの影響によって，国際旅客の減少が避けられない。国際旅客に

影響を与える事件が起こった場合は，日本からの海外旅行も自粛傾向が強まり，海外旅行

者数の減少は避けられないであろう。

また国内での事件でも，阪神淡路大震災のような大規模災害が発生した場合には，国民

の海外旅行に対する意欲は，減少すると考えられる。

したがって，世界的事件ダミーは，１９９１年（湾岸戦争），１９９５年（阪神淡路大震災），

２００１年（米国同時多発テロ），２００３年（SARS，イラク戦争），２００８年（２００７年後半に起こっ

たリーマンショックによる世界同時不況）を１，それ以外の年を０とする変数である。

３.４　分析結果と考察

３.４.１　モデル分析の結果

本稿の分析では，所得の代理変数として，実質可処分所得と１人当実質 GDP を想定し

ている。モデル１では，所得の代理変数として実質可処分所得を用い，モデル２では， 1
　

 

人当実質 GDP を用いて需要分析を行った。以下で，それぞれのモデル分析での推定結果

について，検討していこう。
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�　モデル１での推定結果

　　モデル１：lnO＝f（lnI, lnR, lnL, D）

所得の代理変数として，実質可処分所得を用いて推定したモデル１の調整済み決定係数

は，０.９７７０で，DW 統計量は，１.４６６５となった。

実質可処分所得の弾性値は，４.１２７６で，ｔ値は５.３７５６となっており， 1
　

 ％の有意水準を

満たしている。実質可処分所得が１％増加すると，海外旅行者数が４.１％増加することを意

味しているが，数値的には過大であると考えられる。

例えば，Crouch［１９９５］は，世界の国，地域における海外旅行の需要分析を行い，海外

旅行の所得弾力性が，北アメリカ諸国で１.７４，オセアニア諸国で２.５５となっていることを

明らかにしている�。したがって，本モデルでの弾性値が，先行研究と比較してかなり大

きいことが示唆されている。

為替レートの弾性値は，－０.３２６８で，ｔ値は－２.８４２０となっており， 1
　

 ％の有意水準を

満たしている。為替レートの数値が１％下がれば（すなわち，円高傾向を示すことにな

り），海外旅行者数が０.３％増加することが示唆されている。

労働時間の弾性値は，－１.６２９７で，ｔ値は－１.５５３３であるが，１０％の有意水準さえ満た

していない。理論上は，労働時間が１％短縮されれば，海外旅行者数が２.３％増加すること
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�　このモデル２�１では， 1
　

 人当実質 GDP ではなく，国全体の実質 GDP で分析した。
�　Crouch［１９９５］，p１１２。瀧口・藤井監訳［２００５］，３１頁。　

図表９　分析モデル一覧

モデル２�１�モデル２モデル１

――
４.１２７６

（５.３７５６***）
実質可処分所得（Ｉ）

１.８９５２
（７.３９８０***）

２.１２５３
（７.４３０４***）

―１人当実質 GDP（Ｇ）

－１.１０７３
（－１.４０１６）

－１.３１９７
（－１.７１３４*）

－１.６２９７
（－１.５５３３）

労働時間（Ｌ）

－０.２３７９
（－１.９６３４**）

－０.２３９１
（－１.９８１７**）

－０.３２６８
（－２.８４２０***）

為替レート（Ｒ）

－０.０６９２
（－２.９５９９***）

－０.０６７５
（－２.８８４１***）

－０.０６８２
（－３.１８８０***）

世界的事件ダミー（Ｄ）

０.９８３１０.９８３２０.９７７０調整済み R２

１.７３９３１.７６６５１.４６６５DW 統計量
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になるが，我が国の場合，長期休暇を取得する機会であるゴールデンウィークの並びの問

題� などがあり，必ずしも理論通りに増加するかどうかは検証が必要であろう。

世界的事件ダミーの弾性値は，－０.０６８２で，ｔ値は－３.１８８０となっており， 1
　

 ％の有意

水準を満たしている。世界的事件が発生すれば，日本人海外旅行者数も減少することを示

している。

�　モデル２での推定結果

　モデル２：lnO＝f（lnG, lnR, lnL, D）

次に，所得の代理変数として， 1
　

 人当実質 GDP を用いたモデル２での推定結果を見て

みよう。

モデル２の調整済み決定係数は，０.９８３２で，DW 統計量は，１.７６６５となった。モデルと

しての当てはまりも十分であり，DW 統計量も２に近い値なので，系列相関も除去されて

いると推定される。

１人当実質 GDP の弾性値は，２.１２５３で，ｔ値は７.４３０４となっており， 1
　

 ％の有意水準

を満たしている�。すなわち，１％の１人当実質 GDP の増加が，２.１％の海外旅行者数の

増加につながることが示唆されている。このことは，モデル１の結果よりも Crouch［１９９５］

の研究結果に近い値であり，モデルの信頼性が高くなったと考えられる�。

為替レートの弾性値は，－０.２３９１で，ｔ値が１.９８１７となっており， 5
　

 ％の有意水準を満

たしている。

労働時間の弾性値は，－１.３１９７で，ｔ値は－１.７１３４となり，１０％の有意水準を満たして

いる。

世界的事件の弾性値は，－０.０６７４で，ｔ値は－２.８８４１となっており， 1
　

 ％の有意水準を

満たしている。

労働時間，為替レート，世界的事件ダミーのいずれの変数も，有意水準を満たしている。

�　モデル２�１での推定結果

モデル２�１では，モデル２で用いた１人当実質 GDP のデータを，人口当たりの数値に
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�　４月２９日の昭和の日から５月５日の子供の日までの期間で，平日に有給休暇を取得すれば，ど
の程度連続した休暇が取得できるどうかも，海外旅行に対する誘引に関係している。
�　加藤英一［２０１２］，p３６。 1

　
 人当 GDP が５,０００米ドルを超えると，海外旅客が急速に増加すると

指摘している。
�　Crouch［１９９５］，p１１２。瀧口・藤井監訳［２００５］，３１頁。
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せず，実質 GDP，すなわち国全体の所得として推定をおこなった。

モデル２�１の調整済み決定係数は，０.９８３１で，DW 統計量は，１.７３９３となり，調整済み

決定係数は十分に高い値を示している。DW 統計量も１.７３９３と２に近い値なので，モデル

の当てはまりと，系列相関の除去ができていると推定される。

ただし，労働時間の弾性値は，－１.１０７３で，ｔ値は－１.４０１６となっているが，１０％の有

意水準も満たしていない。このモデル２�１での労働時間の係数は，有意になされていな

い。

�　モデル分析の結果

以上， 3
　

 つのモデルによって，海外旅行者の需要分析を行ってきたが，モデル１，モデ

ル２，モデル２�１を推定して明らかになったことは，①所得の変数は，可処分所得でも，

実質 GDP であっても有意に正となること，②為替レートは，有意に負になること，③世

界的事件ダミーも有意に負になること，④ただし，労働時間だけは，各モデルでの有意性

が低く，説明変数として組み入れる場合には再検討が必要である，ということである。

本稿では，一般的に海外旅行者の需要分析で用いられている，所得，時間，為替レート

に加えて，世界的事件を変数として組み入れてモデルを構築し，需要分析を行った。本稿

での分析により，海外旅行者の需要分析では，実質可処分所得， 1
　

 人当実質 GDP のいず

れの変数を所得の代理変数として用いても，有意な結果が出ることが明らかになった。ま

た為替レート，世界的事件ダミーも変数として有意であることが示された。

しかし，可処分時間の代理変数として用いた労働時間は，海外旅行者の需要分析を行う

際には，重要な変数であると考えられたが，実質可処分所得や１人当実質 GDP との相関

が非常に強く，説明変数として同時に用いる場合には，注意が必要であることが示された。

さらに，為替レートの影響が非常に限定的であることも，各モデルから明らかになっ

た�。この要因として考えられるのは，海外旅行者の動向である。ビジネス客の場合，対

ドルレートの上昇（円高傾向）によって出張回数が増加したり，逆に下降（円安傾向）に

よって出張が取りやめになることは，ほとんど考えられないからである。海外出張などの

業務旅行の増減要因は，為替相場よりも，国内景気の動向の方が企業活動に影響している

可能性の方が高い。このことは， 1
　

 人当実質 GDP が，海外旅行需要の動向に大きな影響
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�　 Crouch［１９９５］，p１１２ では，旅行者の出発地が北アメリカの場合，為替レートの弾性値は－
１.５１と弾力的であることが示されている。しかし，アジアの先進国では－０.５１で，非弾力的となっ
ている。アジアの先進国では，為替レートの影響は限定的であることを示している。
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を与える変数であることとも一致している。

また，日本からの海外旅行者は，必ずしもドルを決済通貨としている国々だけに出かけ

るわけではないことも，為替レートの影響が限定的であることの理由であるかもしれない。

さらに，為替レートに関しては，一般旅客の場合でも，持参する小遣いや現地で使える

金額に関して，為替相場の有利，不利を気にすることは予想できる。しかし，そもそも海

外旅行に出かけるかどうか，を決定する大きな要因とは成りえないであろう。

海外旅行では，ある程度の所得水準が必要であり，国内景気の動向による所得の増減に

影響される傾向が示されているのであり，実質可処分所得の増減も，海外旅行需要に影響

を与えていると考えられる。

４.　むすびにかえて

本稿では，国際旅行需要の変動要因と考えられている，可処分所得，可処分時間，為替

レートのデータを用いてモデルを構築し，海外旅行者の需要分析を行った。その結果，所

得要素としての実質可処分所得，もしくは１人当実質 GDP，労働時間，為替レート，世

界的事件を説明変数として用いたモデルは，何れもモデルとしての当てはまりが良かった。

さらに，旅行費用に直接影響し，人々の旅行行動に影響すると考えられた為替レートの

動向が，必ずしも需要に決定的な影響を与えていないことも明らかになった。海外旅行で

は，円高傾向が旅行費用の低下や訪問国での費用の低下につながるため，海外旅行者数の

増加に，為替レートが大きく影響していると考えられたのである。本稿での分析結果は，

為替変動による現地費用の増減に対しても，旅行者はあまり関心を持っていない，との指

摘とも一致している�。

本稿では，海外旅行者数の増減要因について， 1
　

 人当実質 GDP や実質可処分所得，外

国為替相場の変動，労働時間といった社会経済的指標を用いて分析を行った。しかし，海

外旅行者数といったマクロ指標を，労働時間といったミクロ指標で分析することに対して

は，検証が必要であるかもしれない。

また，社会経済的指標だけではなく，航空運賃の推移や旅行費用といった旅行商品の価

格特性を示す指標を，説明変数として組込んだモデルの構築も必要となるだろう。

さらに，説明変数として用いた１人当実質 GDP，実質可処分所得と労働時間との相関
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�　Crouch［１９９５］，p１１３。瀧口・藤井監訳［２００５］，３１頁。
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の強さも，問題点として指摘されるかもしれない。

今後は，海外旅行者の動向について分析していく際には，経済的な指標だけではなく，

１９８０年代に政府が行った「テンミリオン計画」のような，海外旅行の促進のための政策的

な要因についても，検証していく必要があると考えられる。

また，１９６４年に観光目的での海外旅行が解禁されてから今日に至るまでの分析や，旅行

目的地別の需要動向の分析も，本稿に残された課題である。

（謝辞）　統計分析に関して，田中智泰准教授（近畿大学経営学部）に多大なご尽力をいただきまし

た。ここに記して感謝申し上げます。
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